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法令スケジュールのおさらい
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 インボイス制度開始、電子取引の電子保存義務化について法令の施行が
迫っている

 いずれも証憑の運用管理に関わる法令

 両者を同時に満たせる仕組みの導入が必要

インボイス制度の開始・電帳法の改正

インボイス制度開始

電子取引のデータ保存義務化

これまで以上に厳格なチェックが必要

登録番号の

実在性確認

メールやECサイトから受領した
証憑の紙保存が禁止に

2023年10月1日

税率ごとに合計額、

消費税額、適用税率が

記載されているか

☑

☑

請求書

■■■■ ■■■■■

■■■■ ■■■■■

■■ ■■■■■■

■■ ■■

■■ ■■■■■■

2024年1月1日

☑ 電帳法の保存要件を

満たす方法で、証憑を

保管しなければならない

保存
要件

データが改ざんされていないこと

検索・保存が可能なこと

PDF

※新たな猶予措置や検索機能の確保の要件緩和等あり
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紙・電子をなるべく前工程でデジタルに置き換え、後続処理を効率化

従来のアナログ処理(手作業＆目視)では、業務負荷の増大につながる

変革過渡期を短くし、デジタル化を進める

紙

デジタル

適格請求書
の記載事項
の確認

登録番号の
適正確認

適格請求書
orその他で
証憑を分別

分別内容に
基づく記帳

申告時の
正確な税額

計算

紙証憑の
保存

証憑データ
からの

自動仕訳

申告時の
正確な税額

計算

証憑データ
の保存

紙証憑の受領

デジタル証憑の受領
(デジタルインボイス)

適格請求書
の記載事項
の確認

登録番号の
適正確認

適格請求書
orその他で
証憑を分別

デジタルによる自動処理

変革過渡期
(紙と電子の
証憑が混在)

証憑の
デジタル
データ化

証憑データ
からの

自動仕訳

申告時の
正確な税額

計算

証憑データ
の保存

紙証憑の受領

電子証憑の受領

適格請求書
の記載事項
の確認

登録番号の
適正確認

適格請求書
orその他で
証憑を分別

デジタルによる自動処理

手作業／目視

手作業なし

手作業なし
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 電帳法・インボイスに対応する弥生製品全体のサービスイメージ

弥生製品で実現する
電帳法・インボイス制度対応の全体イメージ

請求書
控え送信

仕訳連携

請求書

レシート
電帳法要件を満
たした保存形式

請求書
発行

メール添付による
請求書受領

請求書・レシート
証憑アップロード

取引先

弥生会計

弥生販売

仕入・経費 精算業務
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製品対応・サービス提供（操作画面）
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やよいの見積・納品・請求書
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 2023年10月施行の「適格請求書等保存方式（インボイス制度）」
に対応した証憑の作成・印刷が可能

 税率ごとの消費税額を自動で集計して印刷可能

 適格請求書発行事業者の登録番号も設定、印刷が可能
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弥生販売
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 「適格請求書等保存方式（インボイス制度）」に対応した証憑の
作成・印刷・電子送信が可能



© 2023 Yayoi Co., Ltd.  All rights reserved.

「スマート証憑管理」（クラウドサービス）①
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 発行した請求書の控え情報をスマート証憑管理に自動保存可能

 参考：スタートアップガイド 弥生販売 ③請求締切(取消)と請求書の発行
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「スマート証憑管理」（クラウドサービス）②
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 適格請求書（インボイス）の判別に対応

 「スマート証憑管理」で、受領した請求書等の登録番号などから
適格請求書/区分記載請求書を自動判定

• 自動読み取り項目（AI-OCR）
 登録番号

 取引先

 取引年月日

 取引内容

 税率ごとの消費税額

 弥生製品から発行・送信される請求書（控え）を保存・管理可能

 会計ソフトに仕訳連携可能

 「スマート証憑管理」で入力した取引先名や取引金額などの取引データを
「弥生会計」「やよいの青色申告」の仕訳として連携可能

• Point：証憑の保管を行うことで、スムースな帳簿付けができる！

スマート証憑管理 サービス説明：https://www.yayoi-kk.co.jp/products/smart/shohyokanri.html
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弥生会計/やよいの青色申告
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 インボイスの仕訳入力に対応

 適格請求書/区分記載請求書の入力に対応

 請求書区分と仕入税額控除(100%、80%、50%、0%)を表示

 経過措置による仕入税額控除の割合を取引日付に応じて自動判定

 適格請求書/区分記載請求書を指定した取引データのインポートに対応

 消費税集計表等の対応

 消費税集計表、科目別税区分表で請求書区分別・仕入税額控除別の
集計に対応
※ 消費税申告書は2023年秋に弥生会計24シリーズで対応予定

 会計期間中の課税事業者への変更に対応

 会計期間の途中で免税事業者から課税事業者になった場合に、期中の日付以
降を課税事業者とする設定に対応



ご利用条件
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 弥生製品をお持ちの場合

「スマート証憑管理」の利用条件

あんしん保守サポート

各種デスクトップアプリ＋あんしん保守サポートにご加入のお客様

 弥生製品をお持ちで無い場合

最寄りの家電量販店でご購入をご検討ください
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その他
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 「インボイス制度」のやるべきことがわかる特設サイトで事前準備

 制度の理解から、具体的な業務準備や弥生製品の対応説明まで

 https://www.yayoi-kk.co.jp/kaiketsu/invoice/

「インボイス制度」を解説した特設サイト

2022年
3月31
New

14
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インボイス対応製品のご紹介
【freee会計・マネーフォワードクラウド会計】

SB C&S株式会社
ICT事業本部 クラウドサービス推進本部
販売推進部 フィールドセールス課
及川 賢人



会社概要



会社概要



Agenda

前半

後半



【freee社／freee会計】
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会社名

freee株式会社（フリー株式会社）

設立年月日

2012年7月9日

代表取締役

佐々木大輔

上場市場

東京証券取引所 マザーズ市場

従業員数

750名（2022年時点、正社員数）

事業内容
クラウド型バックオフィスサービスの開発・販売

運営企業概要
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プロジェクト
管理領域

経理領域

人事労務
領域

財務領域

法務領域

統合型経営プラットフォームを提供

freeeとは
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freeeとは
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バラバラな業務ツールは

なんでもできるfreeeに集約

バックオフィス業務の一番の無駄は、様々

なツールに同じ情報を繰り返し入力する転

記作業です。時間がかかる上、モレやミス

の温床にもなっていました。

freeeでは会計だけでなく請求書作成や債

権債務管理などバックオフィス業務に必要

な機能を標準搭載。

freeeの機能群を活用していくことで、日々

の経営活動で発生した取引情報を自動で

帳簿に反映し、転記作業が極力不要な体制

を実現します。

ワークフロー 固定資産

会計

電子契約請求管理

プロジェクト管理

債権債務管理 人事労務

freee会計とは
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債務支払 消込

会計

経費

予実・管理会計

請求書

固定資産

トランザクション

マスタ

トランザクション

マスタ

トランザクション

マスタ

トランザクション

マスタ

トランザクション

マスタ

トランザクション

マスタ

トランザクション

マスタ

API API

API

API

API

CSV

API
一部

一部一部

債務管理 債権管理

ワークフロー

予実・管理会計

請求管理

固定資産

取引

トランザクション

マスタ

マスタ含め一つの統合データベースであらゆる業務を統合管理疎結合ERPの連携例（従来の会計システム）
一方通行のトランザクションデータの連携がメイン。マスタは基本手作業

マスタが一つで統合的に管理が可能

freee会計とは



11

バラバラな業務ツールの

データを自動取得し自動仕訳

freeeでは銀行明細やクレジットカードの利

用明細をはじめ、1,000を超えるサービスの

データをAPIを用いて自動で取り込むことが

できます。

取り込んだデータはfreeeが自動的に仕訳

を推測するので、後はチェックするだけ。仕

訳化のルールをメンテナンスしていくだけで

自動化が加速し、入力業務のほとんどが不

要になっていきます。

また、APIを用い既にある業務システムと

も自動連携が可能です。

※ ネットバンキングやWeb上のカード利用照会サービスへの加入が必要

です

銀行口座

クレジット
カード

電子マネー

ECサイト

POSレジ

業務システム

決済サービス

ファイル取込

freee会計とは
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銀行口座を中心にfreeeで一括管理が可能

ECサイトPOS決済サービス電子マネー

クレジットカード銀行口座 決済サービス・電子マネー

2021-8-2 -60,000
出金日付 摘要

2021-8-3 820,000

2021-8-4 -390,000

ATM

振込 フリー（カ
口座振替 フリーカー
ド

口座

2021-8-5 -58,000振替 トウキョウガス

明細蓄積

自動取得

58,000 フリー銀行 58,000
借方 貸方

2021-8-
5

日付
水道光熱費

自動で経理
自動仕訳

「口座管理」

freee会計とは
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会計

決算書

自動仕訳

固定資産管理

減価償却計算

固定資産登録

債務管理

債務管理

振込

債権管理

債権管理

消込

口座管理

明細自動取得

請求管理

売上計上

見積書

納品書

請求書

ワークフロー

費用計上

各種申請

支
払
依
頼

経
費
精
算

freee会計ができること
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見積書 納品書 請求書 送信 売上計上 消込

合算請求

定期請求

帳票変換

他システム連携

CSVAPI

メール送信

郵送代行

スマート請求書

freee会計ができること
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請求書作成から一括送付まで一気通貫（メール・郵送）

● 見積書・請求書・納品書など作成可能

● メール添付や郵送代行（1通150円/税抜）にて送付

請求書の送付

● 適格請求書フォーマット対応
● freee会計請求書刷新

インボイス制度対応：開発予定

freee会計ができること
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転記作業は一切不要

債権情報はWeb上でリアルタイムに共有

期間別 / 部門別 / 取引先別に
未回収債権をグラフ化し年齢表を表示可能

「期日超過の債権はどれか？」といった情報を
全社員が入金管理レポートを通し確認可能

freee会計ができること
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作成した請求書から入出金消込を自動推測
入金明細

未決済取引

2021-08-05 振込 フリー（カ 108,000

入金額日付 摘要

2021-07-15 フリー株式会社 108,000

金額日付 取引先

日付絞り
2021年8月5日以前に発生した

未決済取引を抽出

金額絞り
入金された金額に近い

未決済取引を抽出

取引先絞り
摘要に「フリー」の文言がある場合
「フリー株式会社」の債権を推測

※債権だけでなく債務も自動的に消し込みが推測されます

※画面イメージ

freee会計ができること
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「経費精算」「支払依頼」以外に、あらゆる稟議に対応する「汎用ワークフロー」も完備

事前稟議 取引発生 電子申請 電子承認 振込

出張申請

購買申請 支払依頼

経費精算

取引先へ振込

従業員へ振込
証憑電子化

領収書受領

証憑電子化

請求書受領

各種申請 経費精算

支払依頼

freee会計ができること
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● 紙から電子へスキャナ保存

● 電子データはそのまま電子保存

freee会計ができること
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電子帳簿保存法に則した形でデータの保存が可能

紙
電子

OCRとAI処理で
適正記帳を

サポート

紙を電子化し保管

（電帳法対応）

システム要件を満たしている為、原本破棄が可
能

freee会計ができること



21支払う債務を選択

総合振込ファイルを出
力
（IBにアップロードし一括振
込）

freeeから直接振込
（三菱UFJ、住信SBI、JNBの3行対応）

freee上で債務を一元管理

債務の一元管理から、一括振り込みまで対応。ミスも手間も削減

freee会計ができること



消込対象として推測された取引一覧

振込処理を行った取引と出金明細を自動マッチング

支払手数料が先方負担の場合も自動推測

インターネットバンキングと連携している為、出金明細と該当の債務取引を突合可能

freee会計ができること
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会計ソフトとしての違い

業務は続くが、仕訳は分離

売上計上後も、債権管理→消込→仕訳と業務は続くものの仕訳は紐付きません。

そのため、会計ソフトとは別に掛取引を管理する必要がありました。

業務の流れに応じデータも更新
freeeは、業務フローに応じステータス管理ができる取引を実装。

仕訳もステータスに応じ自動生成され、精緻な債権債務管理が実施できます。

売掛金 5,500 売上 5,500

借方 貸方

売上計上時

5,500 売掛金 5,500

借方 貸方

預金

入金時

売掛金

未決済

5,500 売上 5,500

借方 貸方

預金

決済完了

5,500 売掛金
5,500

借方 貸方

売上計上時 入金時

売上：5,500 入金：5,500

従来

freee会計ができること
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残高ベースの消込
債権の合計、入金の合計だけの情報のため、

未回収分がどの債権債務に紐付く差分なのかわからず調査工数がかかる

取引毎に個別消込
どの債権に紐付く差分なのかわかるため、未回収分がすぐ確認でき

債権回収業務の効率化に繋がる

入金C

債権①

債権②

債権③
入金B

入金A

未回収
？
？
？
？

入金C
債権①

債権②

債権③

入金B

入金A

未回収

未回収

freee会計ができること

会計ソフトとしての違い
従来
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インボイス制度に伴う証憑の分類や記録を自動化

インボイス発行

AI-OCR読み取り機能

登録番号の自動照合

ファイルボックス機能

詳細概要

インボイス項目の追加（書類の種類・適格請求書・登録番号）

上記3項目におけるOCRによる推測

登録番号が国税庁のデータに存在するか照合

ファイルの構造的な管理（インボイスか否か分けて管理）

※実装済み・導入予定機能一部抜粋

freee会計におけるインボイス対応



【マネーフォワード社／マネーフォワードクラウド会計】



社 名 株式会社マネーフォワード

設 立 2012年5月

社 名 東京証券取引所プライム市場
【証券コード:3994】

本社所在地
〒108-0023
東京都港区芝浦3-1-21
msb Tamachi 田町ステーションタワーS 21F

支 社
北海道支社、東北支社、東海・北陸支社、 京
都支社・京都開発拠点、関西支社、
広島支社、九州・沖縄支社

運営企業概要
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一般会計
自動仕訳／残高照合／仕訳承認／決算整理
／元帳作成／試算表作成／決算書作成／

監査用ログ／経過勘定管理

社会保険勤怠管理

管理会計

セキュリティ・内部統制

仕訳データ連携

仕訳データ連携

勤
怠
デ
｜
タ
連
携

債権請求
債務支払

固定資産管理

経費精算 コ
｜
ポ
レ
｜
ト
カ
｜
ド

カード
コントロール

経費
データ取得

給与計算

社員情報連携

仕訳データ連携

人事管理
入退社手続／扶養変更手続／従業員データベース／各種ワークフロー／

人事異動情報／組織管理／マイナンバー管理／履歴管理
社員情報連携 社員情報連携

シフト管理／出退勤打刻／各種ワークフロー
／有給休暇管理／法定書類／勤怠分析

仕
訳
デ
｜
タ
連
携

仕
訳
デ
｜
タ
連
携

給
与
等
デ
｜
タ
連
携

債権管理／請求書発行／入金消込／
年齢表作成／納品書作成／Salesforce連携

固定資産管理／履歴管理／減価償却・減損処
理／建設仮勘定／償却資産税申告書

給与計算／給与明細発行／賞与計算／年末調整

財務分析／業績予測／予算管理／
キャッシュフロー分析

インターネットバンキング・
クレジットカード

入退社情報／算定基礎／電子申請／月額変更
／労働保険

債務管理／支払依頼ワークフロー／FBデータ
作成／支払調書作成／請求書電子化

経費申請ワークフロー／
経費分析／仮払経費精算
／領収書電子化／カード

コントロール

SAML認証／ユーザープロビジョニング／各種ログ

マネーフォワードクラウド（ERP全体図）とは



会計業務
入力 仕訳 出力

・データ元が多い…
・手入力で時間がかかる

・手動で仕訳
・ダブルチェックが負担

・集計,可視化が大変

マネーフォワードクラウド会計
・自動連携
・自動入力
→入力の自動化

・仕訳候補を自動生成
・AI学習で精度向上
→仕訳の短縮

・自動で決算書、レポート生成
→出力の自動化

インストール型

自動化

マネーフォワードクラウド会計とは



金融機関 クレジットカード ECサイト

連
携
設
定

※2019年9月 マネーフォワード調べ

入力

マネーフォワードクラウド会計とは



備品費

8/1 -5000 Wifi

8/1 -6000 デスク

通信費

接待交際費

新聞図書費

金融機関 クレジットカード ECサイト

自
動
入
力

※2019年9月 マネーフォワード調べ

自動入力 自動仕訳 自動出力

8/1 -450 飲み物

取引 金額 摘要

8/1 -1650 本

勘定科目

自動仕訳

AI 自動
選択

レポート

自動集計

マネーフォワードクラウド会計とは



金融関連サービス対応率

3,527サービスと連携

他サービス連携数も
タブレットレジ／決済端末
通販サイト／ECサイト等 と連携

※2019年6月28日時点

No.1

No.1

マネーフォワードクラウド会計とは
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個人事業主 中小企業 IPO準備企業
中堅企業

(上場企業/非上場企業)

※内部統制

マネーフォワードクラウド会計とは



マネーフォワード クラウド会計では、毎月の膨大な入力作業を自動化することで、業務効率を改善することが出来ます。
IPO準備～上場企業様向けの会計Plusでは、仕訳承認機能など、より効率的に内部統制に対応できる機能を備えています。

金融機関/クレジットカード/通販会社等の公式サイト

自動取得した明細に勘定科目/部門/取引
先/タグなどを付加し自動で仕訳生成。

自動仕訳ルールは登録するほど学習され、
自動仕訳精度が向上。

登録いただいた認証情報を利用し、金融
機関/クレジットカード/通販会社等の公
式サイトから取引明細情報を定期的に自
動取得。 ❶勘定科目等が正しい場合

登録ボタンを押すだけ

❷勘定科目等が正しくない場合

勘定科目等を修正して登録

学習

自動取得 自動仕訳 自動学習

マネーフォワードクラウド会計できること
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取引先マスタ

登録番号の自動照合

適格チェックボックス

インボイス経過措置

詳細概要

登録番号の入力欄の追加

登録番号が国税庁のデータに存在するか照合(※1)

仕訳入力における適格チェックボックスでの取引区別

インボイス経過措置に応じた仕入税額控除額の
集計・表示

※2 実装済み・導入予定機能一部抜粋

※1 マネーフォワード債務支払にて対応

マネーフォワードクラウド会計におけるインボイス対応

インボイス対応機能



1

インボイス対応製品のご紹介
【BillOne／invox】

SB C&S株式会社
ICT事業本部 クラウドサービス推進本部
販売推進部フィールドセールス課
村山耕平



2

Agenda

前半

後半



3

【Sansan社／BillOne】
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運営企業概要

請求書受領から、月次決算を加速する

会社概要提供するサービス

営業を強くするデータベース

設立年

資本金

上場証券取引所

代表者

事業

拠点

グループ会社

2007年6月

64億26百万円
（2022年5月31日時点）

東京証券取引所 プライム市場

寺田親弘（代表取締役社⾧）

働き方を変える
ビジネスデータベースの
企画・開発・販売

表参道本社
Sansan One
Sansanパラシオ
関西支店
福岡支店
中部支店

Sansan Global PTE. LTD.
（シンガポール）
Sansan Corporation
（アメリカ）
ログミー株式会社

名刺管理に、転職に
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運営企業概要

CM公開中 https://jp.sansan.com/special/
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請求業務における課題

残されたアナログ業務

複数拠点をまたぐやり取り

経理に届くまで時間がかかる
（処理担当者の放置など）

紙の請求書を受取・回覧

デジタル化への対応

発行側の負担を懸念

改正電帳法・インボイス制度への
対応

テレワーク・ペーパーレス

請求書業務は、遅れが許されない
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BillOneが出来ること

請求書受領から、月次決算を加速する

あらゆる請求書を
オンラインで受け取る

①請求書の集約
精度99.9％、数時間で
形式を問わずにデータ化

②正確・迅速なデータ化
企業間のつながり情報を用いて

スピーディーな請求書の授受を実現

③送付・受領体験の進化

請求書のクラウドデータベース
貴社 担当者

アップ
ロード

郵送

代理受領
代理スキャン

メール
添付

取引先

※デロイトトーマツミック経済研究所「驚異的な成⾧が見込まれるクラウド請求書受領サービス市場の現状と将来」（ミックITリポート2022年7月号）

請求書受領サービス マーケットシェアNo.1を獲得
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BillOneが出来ること

インボイスネットワークには、すでに数万社を超える企業が参加

インボイスネットワーク
受領企業側送付企業側

つながり情報を用いて
ルーティン業務を自動化

デジタルなやり取りによって
請求書の授受が加速

優しいDXによって
送付企業のデジタル化を促進
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インボイス制度について

消費税の仕入税額控除の金額を正しく計算するために導入される制度

取引先の求めに応じて
適格請求書を発行する義務がある 増える記載項目

①軽減税率の対象品目である旨

②税率ごとに合計した対価の額

③税率ごとの消費税額

④登録番号

発行企業

適格請求書を受領しないと
仕入税額控除が受けられない

受領企業

発行の工数が増える

①適格事業者として登録

②適格請求書に必要な項目を
記載して請求書を発行

確認すべき項目が増える

①登録番号に紐づく会社情報と
請求書の会社情報が一致しているか

②適格請求書に必要な項目が
記載されているか

請求書
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インボイス制度について

データ化されず、自社で対応すると
①登録番号から課税事業者であることを、
自社で番号入力をし、確認するという
工数が発生する

②それぞれの税区分を把握し、
消費税額を登録する必要がある

Bill Oneがデータ化を行うと

①登録番号を正確にデータ化し、
請求書記載の事業者情報と国税庁の
情報を、API経由で自動照合できる

②税区分に分けた消費税額がデータ化
されるため、業務が効率化できる

発行企業
（適格請求書発行事業者） 受領企業

業務負担が少ない!

登録番号を正確にデ
ータ化

送金

適格請求書

発行企業
（適格請求書発行事業者） 適格請求書

番号入力

消費税登録 受領企業

業務負担が大きい…送金

消費税額を
自動で区分管理
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01一括受領＆データ化の代行で効率化
 請求書の受領とデータ化を全てBillOneが代行するので、
手間を一気に省略することが可能。

 お取引相手様はアップロード、郵送、メール添付から選択。

02 一括発送と代行で効率化
 CSV一括入力で請求書の発送が完了。
 お取引相手様には、アップロード、郵送、メール添付で送付。

03 電帳法・インボイス対応
 紙を電子化する際の保存要件スキャナ保存、電子で受け取った電
子を保存する際の要件、電子取引データにおいてJIIMA認証を取
得済みなので安心。

 適格請求書発行事業者の登録番号を国税庁のDBと連携し照合。
インボイスフォーマットに対応。

選ばれる3つの特徴

請求書の受領と発送を代行!
請求書のクラウドデータベースを構築し効率化
BillOneがお客様に代わって、電子や紙の請求書を代理で
受領してデータ化した上でお客様のクラウドにお返しし
ます。受領を代行したいお客様におすすめです。発送に
ついてもCSV一括入力でDLリンクの共有、メール添付、
郵送代行から選択できるます。発送と受領を手間なく電
子化したい方におすすめ。

インボイス制度について
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【 Deepｗork社／invox】
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運営企業概要
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invoxの概要
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invoxの概要
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17

受取請求書に関するお悩み
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invox受取請求書で出来ること
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invox受取請求書で出来ること
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受領側で必要な対応
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invoxで対応出来ること
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請求書発行に関するお悩み
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発行側で必要な対応
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invox発行請求書で出来ること



パートナービジネスでSaaS市場を拡大するSaaS専門部隊
バイカテゴリーで以下機能を提供

新規開拓 ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ ｾｰﾙｽ ｶｽﾀﾏｰｻｸｾｽ
ラインナップ強化
・新規プロダクト目利き
・契約建付
・プロモーション
・Operation

リード獲得
・LP運用
・パートナー共同Webinar

商談獲得・案件対応
・パートナーSaaSビジネス啓蒙
・パートナーと戦略立案
・商談E/U同行
・要件ヒアリング
・最適製品提案～クロージング

LTV向上・クロスセル/アップセル
・契約ユーザー向けコンテンツ配信

and more
(Comming Soon)



IT導入補助金2023のご紹介

SB C&S株式会社
ICT事業本部 営業戦略統括部

DX推進部 DX推進１課
小野寺 桃



2 デジタル化基盤導入類型について

3 交付申請時の注意事項

１ IT導入補助金とは?

アジェンダ



IT導入補助金とは?

中小企業・小規模事業者等が自社の課題・ニーズに合った
ITツールの導入を支援する補助金

対象製品は
事務局より認定を受けた

ITツールのみ

IT導入支援事業者と
一緒に申請

ITツール IT導入支援事業者



SB C&Sコンソーシアムについて

IT導入支援事業者として構成員とともに
企業の生産性向上の実現に適したITツールをご紹介

IT導入支援補助金の申請をサポート

IT導入支援事業者として
ITツールをご紹介 IT導入支援事業者と

一緒に申請

SB C&Sコンソーシアム IT導入支援事業者
構成員

幹事社

SB C&S



IT導入補助金 概要

通常枠(A・B類型) デジタル化基盤導入枠
自社にあったITツール導入に活用 企業間取引のデジタル化を支援

種類 A類型 B類型

補助額 5～150万円未満 150～450万円以下

補助率 1/2以内

プロセス数 1以上 4以上

ITツール要件
（目的）

類型ごとのプロセス要件を満たすものであり、
労働生産性の向上に資するITツールであること。

賃上げ目標 加点 必須

補助対象 ソフトウェア費・導入関連費等
※クラウド利用料は最大2年分補助

デジタル化基盤導入類型
種類 ITツール

補助額 ～50万円以下 50万円超～350万円
補助率 3/4以内 2/3以内

機能要件 会計・受発注・決済・
ECのうち１機能以上

会計・受発注・決済・
ECのうち2機能以上

対象
ソフトウェア

会計ソフト、受発注ソフト、
決済ソフト、ECソフト

補助対象 ソフトウェア費・導入関連費
※クラウド利用料は最大2年分補助

ハードウェア
費用

PC・
タブレット等

補助率1/2以内、
補助上限額10万円

レジ・
券売機等

補助率1/2以内、
補助上限額20万円

＋



・・・

通
常
枠
（A

型
、B

型
）

デ
ジ
タ
ル
化

基
盤
導
入
類
型

4月

4/25

1回目
締切

4/25

1回目
締切

日程
未公表

9月 10月

9/11

8回目
締切

10/2

9回目
締切

10/2

6回目
締切

10/16

10回目
締切

10/30

7回目
締切

10/30

11回目
締切

11月

11/13

12回目
締切

後期事務局

IT導入補助金 交付申請スケジュール



2 デジタル化基盤導入類型について

3 交付申請時の注意事項

１ IT導入補助金とは?

アジェンダ



POINTPOINTPOINT

POINTPOINTPOINT

採択率が高い

ハードウェア
・」

今年度の直近の採択率は78%
通常枠と比べて

の購入も可能

補助率1/2以内 上限額10万円
PC・タブレット・プリンター・スキャナー・複合機器

補助率1/2以内 上限額20万円
POSレジ・モバイルPOSレジ・券売機

インボイス制度も見据えた企業間取引のデジタル化を支援

デジタル化基盤導入類型は通常枠と比べて補助率が高い

デジタル化基盤導入類型のポイント



例:会計ソフト導入時の負担額シミュレーション

（お客さま負担額）

10万円

（内訳）
2年分のクラウド利用料

（お客さま負担額）

万円

（IT導入補助金）
デジタル化基盤導入類型

補助率3/4

7.5万円

会計ソフト導入の

費用負担を

3/4軽減できます

IT導入補助金
利用なし

IT導入補助金
利用あり

※お客様のご負担額は対象経費の内容、金額によって変わります。

実際の補助金額はご購入時に都度シミュレーションをお願いします。

※交付金額の受領はITツール導入後となります。



2 デジタル化基盤導入類型について

3 交付申請時の注意事項

１ IT導入補助金とは?

アジェンダ



＜中小企業＞ 業種分類 資本金(資本の額または出資の総額) 従業員(常勤)
製造業、建設業、運輸業 3億円以下 300人以下

卸売業 1億円以下 100人以下

サービス業（ソフトウエア業、情報処理サービス業、旅館業を除く） 5,000万円以下 100人以下

小売業 5,000万円以下 50人以下

ゴム製品製造業（自動車又は航空機用タイヤ及びチューブ製造業並びに工業用ベルト製造業を除く） 3億円以下 900人以下

ソフトウエア業又は情報処理サービス業 3億円以下 300人以下

旅館業 5,000万円以下 200人以下

その他の業種（上記以外） 3億円以下 300人以下

医療法人、社会福祉法人、学校法人 - 300人以下

商工会・都道府県商工会連合会及び商工会議所 - 100人以下

中小企業支援法第2条第1項第4号に規定される中小企業団体

主たる業種に記載の従業員規模特別の法律によって設立された組合またはその連合会

財団法人（一般・公益）、社団法人（一般・公益）

特定非営利活動法人

＜小規模事業者＞ 業種分類 従業員(常勤)
商業・サービス業（宿泊業・娯楽業除く） 5人以下

サービス業のうち宿泊業・娯楽業 20人以下

製造業その他 20人以下

資本金・従業員規模のどちらか一方が、記載以下の場合対象となる（個人事業を含む）

IT導入補助金 申請対象企業

※詳細はIT導入補助金2023のHPをご確認ください



申請の対象者外

下記に１つでも該当している場合は補助金申請は対象外

●直近の納税証明書が提出できない

●交付申請の直近月において、従業員の最低賃金が法令上の地域別最低賃金を満たしていない(役員含む)

●大企業が株式の総数又は出資価格の総額より一定の割合以上保有している中小企業・小規模事業者

●大企業の役員等が、役員総数の一定割合を占めている中小企業・小規模事業者

●経済産業省又は中小機構から補助金等指定停止措置又は指名停止措置が講じられている

●IT導入補助金 2023 の｢ＩＴ導入支援事業者(構成員を含む)」に登録されている事業者

●購入予定のソフトウェアを採択前に契約、発注、納品、支払い等を行っている

●既に他の補助金、助成金等の交付を受けて同一内容のソフトウェアを導入している

●IT導入補助金2022で交付決定を受けてから12カ月を経過していない

※詳細はIT導入補助金2023のHP・公募要領をご確認ください



 即日でIDが付与
 ネットで申し込みが可能

 発行までに約2週間かかる
 印鑑証明書(法人)印鑑登録証明書(個人)登録印が必要
 SMS受信用のスマートフォンまたは携帯電話が必要
 郵送での申請

● gBizIDプライムのアカウント取得

●「SECURITY ACTION」の「★一つ星」または「★★二つ星」の自己宣言IDの取得

交付申請の事前準備①

●「みらデジ経営チェック」の実施

 gBizID取得後、経営チェックの実施が必要
 自社の取り組むべき経営課題を把握

※詳細はIT導入補助金2023のHP・公募要領をご確認ください



 法人の履歴事項全部証明書(発行から3か月以内)
 直近の納税証明書(その１またはその２)

 運転免許証または運転経歴証明書または住民票(発行から3か月以内)
 直近の所得税の納税証明書(その１またはその２)
 直近の確定申告書の控え

● 法人

● 個人事業主

交付申請の事前準備 (必要書類)②

※詳細はIT導入補助金2023のHP・公募要領をご確認ください



IT導入補助金 2023

補助金を活用して企業間取引の
デジタル化を推進していきましょう!

IT導入補助金を活用されたい場合、お気軽に弊社までお問い合わせ下さい。
SB C&S株式会社 IT導入補助金コンソーシアム事務局
sbcasgrp-hojokin-support@g.softbank.co.jp

※QRコードをスマホカメラで読み取り
ご相談メールをお送りいただけます


